
30年度　公文書開示（産業労働局 平成31年１月決定分）
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非開示理由等 所管局部課等

1 H30.12.27 H31.1.7
二俣治山工事
工事総括書、種別内訳書、代価明細表、材料品調書、経費計算書 45 1 - 産業労働局雇用就業部労働環境課

2 H30.12.27 H31.1.7
星竹治山工事
工事総括書、種別内訳書、代価明細表、材料品調書、経費計算書 29 1 - 産業労働局金融部金融課

3 H30.12.27 H31.1.7
平成29年度　草花治山工事
工事総括書、種別内訳書、代価明細表、経費計算書 235 1 - 産業労働局金融部金融課

4 H30.12.27 H31.1.10

築地再開発計画における、都知事の公約たる「食のテーマパーク構
想」に関する一切の文書であって、特にその構想若しくは計画の現況
並びに変遷又は撤廃が分かる、書面及び図面並びに電磁的記録。
例えば、議事録、打合せメモ、面会記録、面談記録、起案原議、起工
書、見積書、特記仕様書、完成予想図。

1

実施機関において、築地再開発計画を所管しておらず、築地再開発計
画における「食のテーマパーク構想」に関する調整・検討を実施して
いないため、対象公文書を作成及び取得しておらず、存在しないた
め。

産業労働局金融部金融課

5 H30.12.27 H31.1.10 都民からの情報公開に関する要求書について（情報共有メール） 2 1 1 1

（7条2号）個人に関する情報であり、特定の個人を識別することがで
きるものであるため。
（7条6号）公にした場合、不特定多数からの本来の業務以外のメール
が大量又は無差別に送信されるなど、当該職員の事務の適正な遂行に
支障を及ぼすおそれがあるため。

産業労働局金融部金融課

6 H30.12.28 H31.1.10

旧築地解体工事における、近隣住民に対する迷惑（騒音若しくは粉じ
んの発生・拡散）及び経済的損失に関する予測若しくは想定並びに観
測（たとえば粉じんのモニタリング）、対策、補償に係る一切の書面
及び図面並びに電磁的記録。たとえば、部局内及び部局外との打合せ
記録、議事録、予想資料、統計データ、起案原議、都知事及び副知事
への報告書、決裁書等

1
実施機関において、請求内容に関する調整・検討を実施していないた
め、対象公文書を作成及び保有しておらず、存在しないため。

産業労働局雇用就業部就業推進課

7 H30.11.20 H31.1.15

契約番号30-01017　平成30年度女性の就業拡大イベント開催企画運営
等業務委託
委託契約書、契約締結決定等通知書、入札経過調書、事業提案書、委
任状、承諾書

契約番号29-03021　平成29年度女性の就業拡大イベント開催企画運営
等業務委託
委託契約書、契約締結決定等通知書、入札経過調書、改札結果等確
認、事業提案書、承諾書

670 1 1 1 1

（7条2号）個人に関する情報であり、公にすることにより、個人の権
利利益を侵害するおそれがあるため。
（7条3号）法人の事業運営のノウハウに関する情報であり、当該事業
を営む法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損な
われる可能性があるため。
（7条6号）開示により、今後の当該契約の予定価格を類推することが
可能となり、契約事務の適正な遂行に著しい支障を及ぼし、入札参加
者の見積り努力を損なわせること及び予定価格が目安となって競争が
制限され、落札価格が高止まりするおそれがあり、都の財産上の利益
を不当に害するおそれがあるため。

産業労働局雇用就業部就業推進課

8 H31.1.21 H31.1.31
平成30年度特別就労対策事業・事業実施状況
平成31年度特別就労対策事業実施計画表 1

平成30年度特別就労対策事業・事業実施状況は、当該年度の事業が終
了していないため作成しておらず存在しない。
平成31年度特別就労対策事業実施計画表は、開示請求時点は作成して
おらず存在しない。

産業労働局農業振興事務所農務課

9 H31.1.22 H31.1.31

30-01059「東京都労働相談情報センター池袋事務所（30）電話設備改
修工事」
総括表、工事費内訳、工事種別内訳、直接工事費種目別内訳、直接工
事費科目別内訳、直接工事費中科目内訳、直接工事費細目別内訳、直
接工事費別紙明細

10 1 - 産業労働局総務部総務課
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